
第 22 期 中 間 決 算 公 告
東京都新宿区西新宿２丁目１番１号

PayPay銀行株式会社

代表取締役社長　田鎖 智人

(単位：百万円)

472,485 1,347,663

35,000 41,000

230,865 23,040

12,512 484

280,822 77

288,330 22,478

2,898 164

139,217 321

中央清算機関差入証拠金 125,200 10

そ の 他 の 資 産 14,017 40

868 1,412,240

7,624

190 37,250

△ 416 4,626

4,626

22,817

876

21,941

繰 越 利 益 剰 余 金 21,941

△ 6,994

57,699

460

460

58,160

1,470,400 1,470,400

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

中間貸借対照表（２０２１年９月３０日現在）

科       目 金        額 科       目 金        額

賞 与 引 当 金

現 金 預 け 金 預 金

そ の 他 負 債買 入 金 銭 債 権

未 払 法 人 税 等

借 用 金コ ー ル ロ ー ン

金 銭 の 信 託

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

自 己 株 式

無 形 固 定 資 産 （ 純 資 産 の 部 ）

貸 倒 引 当 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

２０２１年１２月１７日

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

資 産 除 去 債 務有 価 証 券

そ の 他 の 負 債貸 出 金

有 形 固 定 資 産 負 債 の 部 合 計

外 国 為 替

退 職 給 付 引 当 金そ の 他 資 産

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金



科         目 金 額

21,159

7,606

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 6,496 ）

（うち有価証券利息配当金） （ 781 ）

12,792

402

358

19,664

43

（ う ち 預 金 利 息 ） （ 43 ）

8,799

30

10,493

297

1,494

2

1,492

430

108

538

953

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益 （ 損 失 ）

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益 （ 損 失 ）

税 引 前 中 間 純 利 益 （ 損 失 ）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

中間損益計算書
２０２１年　４月　１日から

２０２１年　９月３０日まで

法 人 税 等 調 整 額

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（単位：百万円）

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

特 別 損 失

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券に
ついては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産は、建物は定額法、動産は定率法、その他は定額法を採用しております。また、主な耐用年数は
次のとおりであります。

建　物 １０年～１８年
動　産 ５年～６年

　 その他 ５年
（2）無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計
士協会銀行等監査特別委員会報告第４号令和２年10月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、ポートフォリオの特性に応じて、個人向けの非事業性ローン、事業性ローン、住宅ローン
（他行から譲り受けた債権を含む）別にグルーピングを行ったうえで、主として今後１年間の予想損失額又は
今後３年間もしくは予想される残存期間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、１年間又
は３年間の貸倒実績もしくは予想される残存期間の倒産確率を見積り、これに担保の処分可能見込額又は保証
による回収可能額を考慮し計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除した残額を計上しております。すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各部
が資産査定を実施し、当該部署から独立したリスク管理部が査定結果を検証しており、その査定結果に基づい
て上記の計上を行っております。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に
帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、
当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理する方法により計上しております。

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当中間期末の要支給額を計
上しております。

（5）ポイント引当金
ポイント引当金は、「JNBスタープログラム」において顧客へ付与したポイント（JNBスター）の将来の利用に
よる負担に備えるため、未利用の付与済ポイントを金額に換算した残高のうち、将来利用される見込額を合理
的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。



会計方針の変更
（「収益認識に関する会計基準」の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等
を当中間期の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと
交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによりデビットカード手数料の顧
客に支払われる対価が役務取引等費用として処理する方法から、取引価格より減額する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
りますが、利益剰余金の当中間期の期首残高へ与える影響はありません。

（「時価の算定に関する会計基準」等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)
等を当中間期の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準
第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計
方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響は軽微であります。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当中間期にその額を計上した項目であって、当事業年度以降に係る計算書類に重要な影響
を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

１．貸倒引当金
(1)当中間期に計上した額
貸倒引当金 ４１６百万円
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「5．引当金の計上基準」「(1)貸倒引当金」に記載しておりま
す。
②主要な仮定
主要な仮定は予想損失額を見積もるための倒産確率及び損失見積期間であります。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、急激な経済活動の縮小およびこれに伴う経済環境の悪化
が発生していますが、個人向けの非事業性ローン、事業性ローン、住宅ローン（他行から譲り受けた債権を含
む）のいずれも延滞等への影響は見られません。また、政府による経済支援策等が当面継続する見込みである
こと等から当社の予想損失額の見積りに大きな影響はなく、貸倒引当金の見積りは当中間期時点で利用可能な
情報・事実に基づき、最善の見積りを行っております。
③当事業年度以降に係る計算書類に及ぼす影響
現時点では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響の及ぶ期間と程度を合理的に推定することはできま
せんが、感染拡大の収束が遅れた場合には、当社の将来収益及びキャッシュ・フローに影響を及ぼすなど、そ
の見積に一定の不確実性が存在します。また、将来の不確実性により、最善の見積りを行った結果としての見
積られた金額と事後的な結果との間に乖離が生じる可能性があります。



注記事項
（中間貸借対照表関係）
1. 貸出金のうち、破綻先債権額は３６百万円、延滞債権額は４８１百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利
息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。
以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(1965年政令第97号)第96条第1項第3号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

2. 貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は１６百万円であります。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で
破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２５７百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び
３ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。

4. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７９１百万円であります。
なお、上記1.から3.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

5. 担保に供している資産は次のとおりであります。
為替決済、デリバティブ取引等の取引の担保として、有価証券６７，５０７百万円、預け金３３百万円、及び
先物取引差入証拠金１，７１３百万円を差し入れております。
また、その他の資産には、保証金敷金５９７百万円が含まれております。

6. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
１６７，７００百万円であります。
これらは全て原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
これらの契約は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由のあるときは、当社が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約後も定期的
に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

7. 有形固定資産の減価償却累計額 １，６８５百万円

（追加情報）
貸出金のうち、動産・債権譲渡特例法に基づき、譲り受けた債権は９７，３４９百万円であります。



（金融商品関係）
1. 金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額、レベルごとの時価は、次のとおりであります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債（2021年9月30日現在）（単位：百万円）

買入金銭債権(*1)

有価証券

その他有価証券

国債

地方債

社債

外国株式

外国債券

その他

資産計
デリバティブ取引(*2)(*3)

金利関連取引
通貨関連取引
株式関連取引
債券関連取引

デリバティブ取引計
（*1）買入金銭債権には、その他有価証券と同様の会計処理をしている証券化商品を記載しております。
（*2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を、正味の債権・債務の純額で表示しております。
　　  合計で正味の債務となる項目については、△で示しております。
（*3）デリバティブ取引のうち、ヘッジ会計を適用している取引はありません。

（2）時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債（2021年9月30日現在）
現金預け金、コールローン、外国為替については短期間（６ヶ月以内）で決済されるものが大半を占めており、
時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。 （単位：百万円）

買入金銭債権(*1)
金銭の信託
有価証券
 満期保有目的の債券

社債
貸出金

貸倒引当金 (*2)

資産計
預金
借用金
負債計

（*1）買入金銭債権には、満期保有目的の債券と同様の会計処理をしている証券化商品を記載しております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

－ － 197,015 197,015 

区分
中間貸借対照表計上額

レベル1 レベル2 レベル3 合計

－ 24,279 － 24,279 

－ 181,012 1,154 182,166 

5,983 － － 5,983 

2,992 7,598 － 10,591 

8,976 239,240 211,412 459,628 

－ － － － 

－ 26,350 13,241 39,591 

△270 1,397 － 1,126 
－ － － － 

－ － － － 

区分
時価 中間貸借

対照表計上額
差額

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

－ － － － 
△270 1,397 － 1,126 

－ 12,512 － 12,512 12,512 － 
－ － 33,853 33,853 33,849 3 

－ 
－ － 295,629 295,629 288,330 7,298 
－ 18,267 － 18,267 18,209 58 

－ － 295,213 295,213 287,914 
－ － △416 △416 △416 

－ 1,347,612 － 1,347,612 1,347,663 △50 

7,298 
－ 30,779 329,066 359,846 352,485 7,360 

－ 1,388,612 － 1,388,612 1,388,663 △50 
－ 41,000 － 41,000 41,000 － 



（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資　産
（1）買入金銭債権

買入金銭債権については、取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、当初約定期間が短期間（６ヶ月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。これらにつきましては、レベル３に分類しております。

（2）金銭の信託
金銭の信託については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており、レベル
２に分類しております。なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関
係）」に記載しております。

（3）有価証券
債券は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており、国債はレベル１、それ以外の債
券は主にレベル２に分類しております。投資信託は、公表されている基準価格によっており、上場投資信託
についてはレベル１、それ以外についてはレベル２に分類しております。
また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しております。

（4）貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き
く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。一
方、固定金利によるものは、市場金利を反映させ一定の期間で改定の検討を行っているため、新規貸出を行
った場合に想定される利率は出口価格としてみなすことができると考えられるため、主に期間に基づく区分
ごとに、元金利の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており
ます。なお、返済期限の定めのない当座貸越につきましては、将来キャッシュ・フローの見積額を、無リス
ク利子率に一定の調整を加えたレートにて割り引いた現在価値をもって時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に
基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における中間貸借対照表上の債権等計上額から
貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。これらにつきましては、
レベル３に分類しております。

負　債
（1）預金

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
また、定期預金は市場金利や他行の利率の設定状況を勘案し店頭表示利率を決定しており、新規に預金を受
け入れる際に利用する利率は出口価格としてみなすことができると考えられるため、新規に預金を受け入れ
る際に利用する利率で割り引いた現在価値をもって時価としております。なお、残存期間が短期間（６ヶ月
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。これらに
つきましては、レベル２に分類しております。

（2）借用金
借用金は、残存期間が短期間（６ヶ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としており、レベル２に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引、通貨関連取引、株式関連取引、債券関連取引であり、取引所取引は取
引所等における最終の価格、店頭取引は割引現在価値をもって時価としており、取引所取引は主にレベル１、
店頭取引は主にレベル２に分類しております。

（注２）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債の内レベル３の時価に関する情報
(1)期首残高から期末残高への調整表、当中間期の損益に認識した評価損益

該当ありません。

(2)時価の評価プロセスの説明
当社では経営企画部およびリスク管理部にて時価の算定に関する方針、および手続きを定めております。
第三者から入手した相場価格を使用する場合においては、時価評価に使用するインプットを用いて、当社
にて再計算した結果と比較等を行い、価格の妥当性を検証しております。

(3)重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
該当ありません。



（有価証券関係）
貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等も含めて記載しております。

1. 満期保有目的の債券（2021年9月30日現在） （単位：百万円）

2. その他有価証券（2021年9月30日現在） （単位：百万円）

3. 減損処理を行った有価証券

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が
取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額と
するとともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。
当中間期における減損処理額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社
の区分毎に次のとおり定めております。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落
要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落

なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは破綻先と
同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが今後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社であります。また、正常先とは破綻先、
実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。

その他 4,249 4,253 3 

小計 12,892 12,960 67 

種類
中間貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が中間貸借対照表
計上額を超えるもの

社債 8,643 8,706 63 

39,165 39,160 △ 5 

合計 52,058 52,120 61 

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

社債 9,565 9,560 △ 5 

その他 29,600 29,600  － 

小計

国債 1,003 1,002 0 

地方債 24,161 23,937 224 

種類
中間貸借対照表

計上額
取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

債券

外国債券 25,802 25,014 787 

その他 75,467 75,421 46 

社債 114,840 114,272 568 

その他

小計 241,275 239,648 1,626 

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

債券

国債

社債 67,326 67,440 △ 114 

その他

4,980 5,173 △ 193 

地方債 117 118 △ 0 

小計 218,353 219,316 △ 963 

合計 459,628 458,965 663 

外国債券 13,789 13,857 △ 68 

その他 132,139 132,726 △ 586 



（金銭の信託関係）
1. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2021年9月30日現在） （単位：百万円）

その他の金銭の信託

（*）「うち中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間貸借対照表計上額が取得原価を超え

　　 ないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報 （単位：百万円）

経常収益
うち役務取引等収益

預金・貸出業務
為替業務

　　　代理業務
　　　投資信託関係業務
　　　その他業務

（*）上表には、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益も含んでおります。

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産
貸倒引当金 百万円
退職給付引当金
有価証券償却
繰延消費税
未払事業税
貯蔵品
資産除去債務
ポイント引当金
その他

繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金
ICキャッシュカード発行関連費用
資産除去債務に係る有形固定資産

繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額 百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 ７６，５２６円４６銭
１株当たりの中間純利益金額 １，２５４円６４銭

（自己資本比率）
銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準)は、１４．２６％であります。

（その他）
（追加情報）
ICキャッシュカード発行関連経費について、従来、発送時に一括費用処理しておりましたが、口座開設数増加に
より金額的重要性が増加したため、2021年4月以降に発送するICキャッシュカード発行関連経費のうち稼働が見
込まれる部分については資産として計上し、カードの有効期間にわたって償却することとしております。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、当事業年度の経常利益、税引前当期純利益は328百万円増加し
ております。

12,512 12,512 － － － 

区分
当中間期

（自　2021年4月　1日
　　至　2021年9月30日）

中間
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

うち中間貸借
対照表計上額が

取得原価を
超えるもの

（*）

うち中間貸借
対照表計上額が

取得原価を
超えないもの

（*）

６０
５８
４２
２３

1,037 

１１８
９８
８１

21,159 
12,792 
6,704 
5,013 

0 
37 

２０３
１００

９
３１３
１９０

１２
８

５０３
－

５０３


